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毎月勤労統計調査～平成２２年年末賞与～　　　3月31日（厚生労働省）

～年末賞与は前年比マイナス０.３％と2年連続の減～
・平成２２年の年末賞与支給事業所における平均賞与額（規模５人以上）は前年比０.３％減の３７９,２９２円となった。なお、支給事業
所割合は前年差０.５ポイント減の７０.１％であった。

・産業別にみると、製造業５.２％増、卸売業、小売業４.３％増、医療、福祉８.０％減などとなっている。
・事業所規模３０人以上では、産業計で前年比０.９％増、製造業５.９％増、卸売業、小売業６.３％増などとなっている。

（調査・解析部　上村聡子）

3月11日～4月10日に公表された主な労働関係統計� 　（月次統計を除く） 

注目の統計・指標�
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◆第８回２1世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査）　　　3月16日（厚生労働省）
・各回調査時（平成１４年～２０年）に独身だった者（注１）について、就業形態別に次回調査までに結婚した者の割合をこの７年間の平均でみ
ると、男性で「正規（注２）」６．３％、「非正規（注２）」２．１％、女性で「正規」７．７％、「非正規」５．７％となっており、「非正規」より「正規」
のほうが結婚した割合が高い。

　（注1）調査は、平成1４年1０月末に２０～3４歳であった全国の男女（およびその配偶者）に対して継続的に実施されている。
　（注２）正規：正規の職員・従業員、非正規：アルバイト、パート、労働者派遣事業所の派遣社員、契約社員・嘱託、その他

・平成１４年調査時に独身で、この７年間（平成１５～２１年）に結婚し、結婚前に仕事をしていた女性について結婚後の就業継続の有無を就
業形態別にみると、「正規」では「同一就業継続」が６４．３％、「離職」が２６．４％、「転職」が８．１％、「非正規」では「同一就業継続」が
４４．５％、「離職」が３９．３％、「転職」が１４．８％などとなっている。

・出産前に妻が会社等に勤めていて、この６年間（平成１６～２１年）に子どもが生まれた夫婦（注）について、第１子出産後における妻の「同
一就業継続」の割合を就業形態及び利用可能な育児休業制度の有無別にみると、「正規」では「制度あり」で７６．１％、「制度なし」で
２２．２％、「非正規」では「制度あり」で３７．５％、「制度なし」で１５．７％となっている。

　（注）平成1４年から夫婦、または平成1４年には独身で平成２０年までの間に結婚した夫婦

◆平成２２年度高校・中学新卒者の就職内定状況等（平成２3年1月末現在）　　　3月1８日（厚生労働省）
・高校新卒者の就職内定率は８３．５％で、前年同期を２．４ポイント上回った。
・高校新卒者の求人倍率は１．１５倍で、前年同期を０．０２ポイント下回った。
・中学新卒者の求人倍率は０．６３倍で、前年同期を０．０３ポイント上回った。

◆平成２２年度大学等卒業予定者の就職内定状況調査（平成２3年２月1日現在）　　　3月1８日（厚生労働省）
・大学の就職内定率は７７．４％で、前年同期を２．６ポイント下回った。
・短期大学の就職内定率（女子学生のみ）は６３．１％で、前年同期を４．２ポイント下回った。
・高等専門学校の就職内定率（男子学生のみ）は９７．３％で、前年同期と同じ。
・専修学校（専門課程）の就職内定率は６９．５％で、前年同期を２．９ポイント下回った。

◆全国企業短期経済観測調査（短観）～3月～　　　４月1日（日本銀行）
・全国大企業の業況判断Ｄ．Ｉ．（「良い」－「悪い」）は製造業で６（前期５、先行き２）、非製造業で３（前期１、先行き－１）となった。
・�東北地方太平洋沖地震の発生前後における全国大企業の業況判断Ｄ．Ｉ．（注）は製造業で地震前７（先行き３）、地震後６（先行き－２）、
非製造業で地震前１（先行き０）、地震後７（先行き－４）となった。

・雇用人員判断Ｄ．Ｉ．（「過剰」－「不足」）は、大企業全産業で４（前期６、先行き５）となった。
　（注） 地震発生の前後で調査対象企業の回答時の状況が大きく異なることから、①地震前に回収分（「地震前」）と②地震後に回収分（「地震後」）に分けて再集計した結

果が、業況判断Ｄ．Ｉ．の参考係数として４月４日に公表された。
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２００6年 -２.3 ２,２9４,８33 6.1 ４.3 1.０6 1.56 ０.6 ０.４ ０.４ 1.1

０7 -3.８ ２,179,８０２ -5.０ -6.４ 1.０４ 1.5２ 1.6 ０.7 ０.5 ４.８

０８ ２.０ 1,８31,66４ -16.０ -15.８ ０.８８ 1.２5 1.5 1.０ 1.1 ２.８

０9 ２２.０ 1,3０８,８８5 -２８.5 -２3.０ ０.４7 ０.79 ０.２ -２.3 -０.9 ２.８
1０ -２.3 1,４０3,63４ 7.２ 9.3 ０.5２ ０.８9 ０.3 -０.８ -０.４ ２.1

1０年1月 -6.6 1,２４８,８7０ -19.４ -13.４ ０.４6 ０.８２ -０.２ -２.２ -０.８ 1.４
２ -7.9 1,31４,２００ -13.０ -２.1 ０.４7 ０.８3 ０.２ -1.7 -０.9 3.０

3 1.1 1,４1２,２3０ -４.４ 7.3 ０.４８ ０.８４ ０.２ -1.1 -０.1 ０.８

４ -４.3 1,3４6,913 1.０ 5.7 ０.４８ ０.８6 ０.1 -1.5 -０.6 1.9

5 1.7 1,２7８,２73 7.２ 1２.3 ０.5０ ０.８5 ０.４ -０.9 -０.3 ２.０

6 -1.８ 1,333,２０9 11.3 1２.８ ０.5２ ０.８８ ０.２ -０.８ -０.４ ２.０

7 -5.４ 1,359,9２6 13.４ 9.3 ０.53 ０.８８ ０.5 -０.5 -０.４ ２.7

８ ４.４ 1,４16,9４6 1８.3 19.０ ０.5４ ０.9０ ０.5 -０.3 -０.４ ２.7

9 ２.８ 1,51２,6８２ 19.４ 17.3 ０.55 ０.9２ ０.6 -０.２ -０.２ ２.6

1０ -6.０ 1,563,636 19.6 13.9 ０.56 ０.95 ０.7 -０.２ -０.1 ２.7

11 3.3 1,573,977 ２3.８ ２２.6 ０.57 ０.97 ０.7 -０.２ -０.２ ２.7
1２ -5.８ 1,４８２,7４5 ２3.４ 15.８ ０.5８ ０.99 ０.6 ０.０ ０.０ ２.1

11年1月 -5.０ 1,5４6,5４3 ２3.８ 1８.８ ０.61 1.０２ r ０.８ r -０.２ r ０.０ r ２.８
２ ２.7 1,6４２,51０ ２5.０ ２２.9 ０.6２ ０.99 p ０.7 p -０.２ p ０.3 p 1.6

２００6年 11,０２０ 6,657 6,3８２ 5,４7２ ８65 ２75 59.3 -6.9 ２,16４,０1４ -４.7

０7 11,０４3 6,669 6,４1２ 5,5２3 931 ２57 57.０ -3.9 ２,０9４,４０４ -3.２

０８ 11,０5０ 6,65０ 6,3８5 5,5２４ 957 ２65 56.1 -1.6 ２,０91,４9２ -０.1

０9 11,０5０ 6,617 6,２８２ 5,４6０ 961 336 ８5.3 51.5 ２,76２,４８０ 3２.1
1０ 11,０４9 6,59０ 6,２56 5,４6２ 966 33４ - - ２,7０5,935 -２.０

1０年1月 11,０４7 6,535 6,２13 5,４４7 9４5 335 73.1 1８.1 ２,613,８２9 13.3
２ 11,０４４ 6,5０9 6,1８5 5,４２８ 913 3２7 7０.3 1.４ ２,6４5,57８ 6.４

3 11,０４6 6,56０ 6,２1０ 5,４４3 91８ 33４ 69.6 -1２.3 ２,８４7,４1８ ４.２

４ 11,０４3 6,6２5 6,２69 5,４51 1,153 337 67.８ -２3.1 3,０1０,11８ ０.3

5 11,０４7 6,6４２ 6,２95 5,４5８ 9２０ 336 67.０ -２８.８ ２,9２０,２3０ -1.7

6 11,０5２ 6,6２４ 6,２８０ 5,４４7 9０9 3４０ 7２.5 -２８.４ ２,８51,5４２ -４.5

7 11,０5０ 6,6０２ 6,２71 5,４４7 9０9 33４ 7２.1 -２８.０ ２,73８,9４1 -7.1

８ 11,０４9 6,615 6,２7８ 5,４63 913 33０ 7２.9 -２４.２ ２,666,115 -6.８

9 11,０5２ 6,6４9 6,3０9 5,511 9４5 33０ 69.４ -２3.８ ２,639,676 -6.０

1０ 11,０53 6,6２1 6,２８6 5,5０3 93４ 337 65.1 -２3.9 ２,61４,657 -6.８

11 11,０53 6,57０ 6,２5２ 5,４８1 93０ 336 63.7 -２０.０ ２,539,４２7 -5.7
1２ 11,０5０ 6,5２6 6,２２８ 5,４6８ 1,199 3２４ 6０.7 -２０.7 ２,3８3,6８４ -6.7

11年1月 11,０5２ 6,513 6,２０４ 5,４6４ 995 3２２ 5８.9 -19.４ ２,４２9,４59 -7.1
２ 11,０４7 6,513 6,２11 5,４75 95０ 3０5 57.０ -19.０ ２,４91,176 -5.８

新規求職
申込件数   常用雇用（前年比）

15 歳以上
人口

労働力
人口 就業者数 雇用者数

短時間
女性雇用
者数 １）

失業者数

（季調値）

雇用保険受給者実人員

前年比

月間有効求職者数

前年比

資料出所

万人 万人 万人 万人 万人 万人 万人 % 人 %

総務省「労働力調査」 厚生労働省「雇用保険事業統計」 厚生労働省「一般職業紹介状況」

（前年比）

月間有効求人数

前年比

新規求人数
有効求人

倍率

（季調値）

新規求人
倍率

（季調値） 製造業

資料出所

% 人 % % 倍 倍 % % %

厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「毎月勤労統計調査」

前年比
一般労働者 パートタイム

労働者

主　要　労　働　指　標

注1）短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の女性雇用者。

注 ２）pは速報値、rは改定値。

%
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賃金コスト
（製造業）

労働生産性
（製造業）

所定外労働時間
（前年比）

総実労働時間
（前年比）

現金給与総額
（前年比）

一般労働者

定期給与

（前年比） 一般労働者 製造業 指 数 前年比

資料出所

% % % % % % % % %

２００6年 ０.3 ０.3 ０.０ ０.5 ０.7 ２.6 ４.5 1０3.3 3.3 97.3 -２.7

０7 -1.０ -０.４ -０.5 -０.7 ０.０ 1.3 ０.3 1０5.7 ２.４ 9４.9 -２.5

０８ -０.3 ０.０ -０.２ -1.２ -０.9 -1.5 -7.3 1０２.6 -２.9 99.5 ４.9

０9 -3.８ -3.3 -２.1 -２.9 -２.6 -15.２ -3２.２ ８7.２ -15.０ 115.9 16.5
1０ ０.6 1.1 ０.3 1.４ 1.6 9.０ 3２.3 97.3 11.6 1０２.6 -11.5

1０年1月 -０.２ ０.２ -０.5 ０.４ ０.9 ４.４ 31.1 96.5 1８.２ 95.1 -16.7
２ -０.7 ０.０ -０.４ ０.6 1.3 11.４ 5４.6 91.6 ２6.８ ８9.3 -２２.８

3 1.０ 1.２ ０.6 3.3 3.８ 1４.5 57.3 1０４.6 ２２.1 79.４ -２２.０

４ 1.6 ２.２ ０.6 1.6 ２.1 11.9 53.４ 9０.０ 19.7 9０.3 -1８.6

5 ０.1 ０.5 ０.5 1.3 1.6 1０.４ ４6.7 97.０ 1４.1 91.1 -1４.5

6 1.８ ２.5 ０.5 ０.８ 1.０ 1０.２ ４４.7 9８.6 1２.８ 1２４.7 -11.7

7 1.４ ２.1 ０.5 ０.1 ０.４ 11.1 36.5 97.3 1０.４ 131.6 -9.０

８ ０.４ ０.7 ０.４ 1.9 ２.3 1０.1 ２9.9 96.４ 1０.４ 9２.２ -1０.２

9 ０.9 1.２ ０.6 ２.０ ２.４ 7.6 ２２.1 1０3.3 7.８ 79.7 -7.7

1０ ０.5 1.０ ０.5 ０.7 ０.８ 6.２ 15.3 97.２ 1.０ ８5.２ -２.０

11 ０.２ ０.7 ０.3 1.5 1.7 6.1 13.８ 96.８ 3.４ ８８.２ -２.5
1２ ０.1 ０.5 ０.5 1.２ 1.４ 5.1 11.４ 9８.6 1.7 1８０.０ -1.3

11年1月 r ０.４ r ０.８ r -０.２ r -０.２ r -０.1 r 3.２ r 7.４ r 99.２ r ２.9 r 93.８ r -1.４
２ p ０.3 p ０.5 p -０.1 p  ０.０ p  ０.1 p 1.０ p ８.２ p 9４.1 p ２.7 p ８7.４ p -２.1

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出

日　本

資料出所

万人 万人 万人 万人 % % % % %

２００6年 6,3８２ 1４,４４3 3,9００ ２,9０3 ２,515 ４.1 ４.6 9.８ 5.４ 9.２ ８.２
０7 6,４1２ 1４,6０5 3,965 ２,9２3 ２,55８ 3.9 ４.6 ８.４ 5.3 ８.3 7.２
０８ 6,3８5 1４,536 ４,０２２ ２,9４４ ２,59２ ４.０ 5.８ 7.3 5.6 7.８ 7.０
０9 6,２８２ 13,9８８ ４,０17 ２,８9８ ２,569 5.1 9.3 7.5 7.6 9.5 ８.9
1０ 6,２56 13,9０6 ４,０37 - - 5.1 9.6 6.9 7.８ 9.８ 9.6

1０年1月 6,２８1 13,８51 ４,０２5 ２,８８４ - 5.1 9.7 7.3 7.9 9.9 9.5
２ 6,２6８ 13,８7０ ４,０２5 ２,８８４ - 5.０ 9.7 7.3 7.9 r 9.9 9.6
3 6,２6８ 13,８95 ４,０31 ２,８８7 ２,555 5.1 9.7 r 7.２ 7.８ 9.８ 9.6
４ 6,２４４ 13,93８ ４,０3８ ２,８9８ - 5.1 9.８ 7.０ 7.８ 9.８ 9.6
5 6,２31 13,935 ４,０４４ ２,9０２ - 5.1 9.6 6.9 7.7 9.８ 9.6
6 6,２3８ 13,9０9 ４,０４9 ２,916 ２,5８０ 5.２ 9.5 6.８ r 7.7 9.８ 9.6
7 6,２55 13,８99 ４,０5２ ２,916 - 5.1 9.5 r 6.８ 7.7 r 9.８ 9.6
８ 6,２5２ 13,9２7 ４,０56 ２,919 - 5.０ 9.6 6.7 7.7 r 9.８ 9.6
9 6,２79 13,93８ ４,０6０ ２,913 ２,591 5.０ 9.6 6.6 7.８ 9.7 9.6
1０ 6,２6８ 13,9０８ ４,０63 ２,9０9 - 5.1 9.7 6.6 7.８ 9.7 9.6
11 6,２４1 13,８91 ４,０66 ２,91２ - 5.1 9.８ 6.6 7.８ r 9.6 9.6
1２ 6,２5２ 13,9２1 r ４,０7０ ２,916 - ４.9 9.４ r 6.5 7.9 r 9.6 9.6

11年1月 6,２69 13,93２ ４,０7２ - - ４.9 9.０ 6.5 - 9.6 r 9.6
２ 6,２9４ 13,957 ４,０75 - - ４.6 ８.9 6.3 - 9.6 9.5

総務省
「労働力調査」 OECD「Harmonised Unemployment Rates」

前年比 指 数

就業者数（季調値）3）

アメリカ ドイツ イギリス フランス 日　本 アメリカ ドイツ イギリス フランス EU２7

標準化失業率（季調値）4）

万人 %

アメリカ労働統計局
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注3）アメリカ：16歳以上。イギリス：16歳以上。月数値については、２カ月前からの3カ月間の平均値である。
　　ド イツ：公務員及び臨時雇用者を除く。フランス：原数値。四半期の数値を各四半期の最終月に表示。
注４）EU27か国（2007年1月現在加盟国）のデータを記載。
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